
１　後発国の女性労働をめぐる論点

１．１　経済発展と女性労働力参加の関係
　少子高齢化社会における労働力へのニーズという
政策課題が重視される以前から，主に男女均等の価
値関心のもと，関連各分野において女性の有償労働
への参加を説明する理論やその実証がなされてきた。
主に社会学やジェンダー研究においてはこの課題は
「主婦化」あるいは「脱主婦化」という概念を軸とし
て，性別分業化とその弱体化という理論枠組みのも
とで展開されてきた（吉田 ２００４； 田中 １９９６）。家族
社会学のパラダイムのひとつとなっている「近代家
族」論では，日本において女性が専業主婦化したの
は戦後になってからだ（「家族の戦後体制」）という

知見が提起された（落合 ［１９９４］２００４）。
　計量経済学分野においては，主に政策効果を同定
するアプローチにより，女性の雇用労働や就業継続
における両立支援プログラムの効果などが検証され
ているが，長期推移に注目する立場では，経済発
展・工業化の進展によって女性の労働力参加を説明
する議論が支配的である。工業化・脱工業化に伴う
女性労働力率の変化については，（１）農業，家庭内
の手工業，自営業での商業労働に従事していた女性
が工業化に伴って専業主婦化することで労働力率が
下降するが，（２）脱工業化，サービス労働化によっ
て労働力参加が再上昇するという，「Uカーブ理論」
が立証されてきた（Szulga ２０１４， Rau and Wazienski 
１９９９， Tam ２０１１， Tanveer and Elhorst ２００９， 
Goldin １９９５， Pampel and Tanaka １９８６）。
　日本の女性労働力参加についても，基本的にこの
U字型推移理論があてはまる。落合（［１９９４］２００４）
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女性労働力参加の動態的理論枠組みに向けて
─台湾を事例として─

竹内　麻貴ⅰ

　本論文は，経済発展の後発国を視野に入れた女性の就労パターンを説明する動態的理論を導入し，台湾
を事例としてその適用を行うことを目的としている。女性の労働力参加についての標準的な理論は，欧米
の経済先進社会をモデルとしている。それは，農業や家業において労働力参加をしていた女性が工業化と
共に非労働力化し，その後サービス産業化や男女均等を理念とする政策によって女性がふたたび労働力化
していくことを予測するものである。しかし工業化の後発国である台湾では，工業化以前の女性の労働力
率が低い，高学歴女性が工業化段階で非労働力化しないなど，標準理論では説明できない就労パターンが
みられた。このようなパターンは，種々の構造要因・制度要因が登場するタイミングを視野に入れた動態
的理論の枠組みによって説明できる可能性がある。本論文では，国際比較マクロデータの記述を通じて，
標準理論では解けない女性就労のパズルが動態的理論によって整合的に説明できることを示す。
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が指摘しているように，日本の女性が最も専業主婦
化したのは１９７０年代であり，それ以前は農業や自営
業において比較的活発に有償労働へ参加していた。
　しかし，近年東アジアを中心とする後発工業化国
においては，女性労働力参加の推移に関して既存の
標準理論ではうまく説明できないパズルがある。本
論文では，このパズルを台湾を事例としていくつか
提示し，それがどのように説明できるのかについて
検討する。それを通じて，後発国をカバーするより
包括的な理論のためには，女性の労働力参加に影響
する各種要因が登場するタイミングに注目する必要
があることを示そう１）。

１．２　既存理論への反証事例とパズル
　この項では，「標準理論」では説明できない事例
を３つ挙げる（それぞれパズル１～３とする）。
　一つ目のパズルは工業化以前の女性労働力率に関
するものである。図１は，台湾と日本の女性の年齢
階級別労働力率を示したものだ。先に日本のグラフ
を見ると，重化学工業による高度経済成長がスター
トした１９５０年代（グラフでは１９５５年）から，１９７５年
にかけて女性が非労働力化していることがわかる。
さらに１９７０年代のオイルショック後，主婦がパート
労働に参加するようになる過程でいわゆる「M字
型」就労が表れることも，グラフからみてとれる。
学卒後に一度大多数の女性が就業するが，結婚・出
産を機に大量の就業中断が生じてきたのである。
　一方台湾の戦後の経済発展過程は，１９４５～１９５２年
の農村を基盤に農産物とその加工品の輸出を軸とし
た経済復興期を経て工業化した。その工業化は，
１９５３～１９６５年の輸入代替工業化期，１９６６～１９７３年の
輸出志向工業化期，１９７４～１９８５年の重化学工業化・
インフラ整備期，そして１９８６年以降の産業高度化期
の４期に分けられる。一時期重化学工業も促進され
たものの，台湾の工業化は６０年代～７０年代は紡績業
が，８０年代以降は半導体（IC）生産を主力とする電
器・電子業が牽引してきた（黄 １９７７＝２００６； 石田 
２００３； 文 ２００２）。なお，１９８０年代からはサービス産

業も拡大している。ここで図１をみると，台湾の女
性は１９５０年代以前の労働力率が非常に低く，工業化
する前にすでに専業主婦化していたことがわかる。
　日本においては主婦化が１９７０年代まで続いたので，
女性労働力率は工業化と共に下落しており，これは
「標準理論」が予測したとおりであった。しかし台
湾についてはこれがあてはまらない。この一つ目の
パズルは，たしかに女性労働力参加についての「標
準理論」では説明できない。ただ，３節で論じるよ
うに，これは主に地理的な制約という外生要因によ
るものであり，台湾の「後発性」による説明ではな
い。これに対して以下の２つのパズルは後発国理論
を構築することで解ける可能性があるものである。
　そのうちの一つ（パズル２）は，女性労働力率の
一貫した増加の謎である。図２は図１の台湾と日本
の年齢階級別労働力率曲線を年齢階級別に描き直し
たもので，労働力参加パターンの世代ごとの違いを
知ることができる。結婚・出産期にある２５～３４歳女
性の労働力率をみると，まず日本ではおそらく晩婚
化・晩産化の影響による２５～２９歳女性での上昇傾向
と３０～３４歳女性の１９５０～６４年おける一時的な下降が
みられる。しかし，台湾では両方の年齢階級におい
て工業化後も一貫して女性労働力率が上昇し続けて
いる。これは前項で触れたU字型の標準仮説への反
証事例となっている。
　このパズルは，後で詳しく議論するが，経済成長
期における経済構造の特殊性によって説明できる。
　最後のパズル３は，いわゆる「M字型」就業にか
かわるものである。工業化あるいはそれに続く段階
において，いくつかの国では女性のライフコースに
おいて出産・育児による就業中断がみられるように
なる。日本でもM字型の底における労働力率は上
昇基調にあるもののいまだに台形型の継続就業は達
成できておらず，M字型就労の解消は女性の本格的
な労働力参加の課題となっている（厚生労働省『平
成２４年版 働く女性の実情』３項図表１-２-２など
参照）。また，これまで女性の高学歴化と労働力率
の関係については，高学歴化は未婚女性の労働力率
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を高める一方，高学歴女性は学歴同類婚で稼得能力
の高い男性と結婚するために経済的理由での労働力
参加が生じにくく，多くが結婚・出産で離職してい
くとされてきた。つまり，学歴が高い女性は，学歴
が低い女性よりも入職し易いがキャリアの途中で専

業主婦化しやすい，ということである。労働力参加
の長期的変化でみれば，アメリカでも２０世紀の最初
１０年は，労働力参加している女性の平均教育年数は
女性全体のものより１年短く，働いていない女性の
方が教育レベルが高かった（Goldin １９９２： １３５）。し
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図１　台湾，日本の女性の年齢階級別・労働力率



かし，こういった傾向は発展中位の社会にみられる
ものであり，経済・社会が成熟し高学歴女性が増え，
女性全体の賃金が上昇し，高学歴の有配偶女性の就
労が一般化することで解消されていく（Szulga 

２０１４）。ただし，日本の場合は依然として学歴が大
卒以上の高学歴女性は“きりん型就労”（首の部分
（若年層）が極めて長く（高く）て，背中（中高年
層）が平坦である）であり，女性全体のM字型就労
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図２　台湾・日本における年齢階級別女性労働力率



とともにその問題が指摘されてきた（厚生労働省
『平成２０年版 働く女性の実情』）。
　さて，ここでも台湾は反証事例となっている。図
３は台湾における高学歴女性（大卒以上）のコーホ
ート別年齢階級別労働力率を示したものであるが，
平均的に就業中断はみられず，労働力率は比較的高
い水準を維持し，欧米諸国でみられる「台形」に近
いパターンがみられることがわかる。
　台湾女性の高学歴化は８０年代以降急激に生じたが，
１９６０年代以降生まれの世代では，離職型（就業中断
が生じ，その後の再就労もないパターン）も，就業
中断型（M字型）もみられない。
　このように，台湾においては日本や韓国といった
同じ東アジアの国でみられる女性の就業中断が目立
たないことは，何人かの研究者らによって研究テー
マとなってきた。
　個人レベルの要因を明らかにした代表的なものと
しては，１９９５年の社会階層と社会移動全国調査と
１９９６年のTaiwan Social Change Surveyデータを用
いたイベントヒストリー分析を行い，結婚・出産前
後それぞれでの離職の規定要因を日本と台湾で比較
したYuの研究がある（Yu ２００５， ２００６， ２００９）。主な
結果としては，日本では家庭のライフステージが妻

の再就業のタイミングに影響を与えており，夫の収
入が高い場合２），夫以外の親族サポートがない場合
に結婚・出産での離職が生じていた。だが台湾では，
夫の収入は妻の離職に影響せず，かわりに妻自身の
無職期間が就業に影響していた。これは，長期間非
労働力化することによる人的資本の低下と職にめぐ
り合う機会の減少を避けるために，女性自身もでき
るだけ離脱期間を短くしようとするからだ，と解釈
されている。また日本の女性が家庭での役割を期待
され仕事との両立が困難になるのに対し，台湾では
有配偶女性にも経済的利益が期待されるため，家庭
役割への期待が比較的軽く，労働市場も仕事と家庭
を両立しやすい状況にある，と結論づけている。
　台湾女性の継続就業を可能としているよりマクロ
な社会的背景には，豊富な親族ネットワークが存続
している点３）と，ベビーシッターによる家事・育
児サポートの利用が一般的であるという点が挙げら
れる（台湾女性史入門編纂委員会編 ２００８： ３２-３３； 
Brinton et al. ２００１）。だがそれ以上に，日本・韓国
とは決定的に異なる点として，台湾の経済が家族経
営・自営業を含む中小企業を中心に発達したため，
流動性が高く人的資本が重視される労働市場と，経
営者との距離が近く柔軟な就業調整がしやすい職場
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図３　台湾における高学歴女性のコーホート別年齢階級別労働力率



をもたらしたということも指摘されている（Clark 
et al. １９９６； Brinton ２００１； 和田 ２００２； Yu ２００９）。
　これらの先行研究はしかし，基本的に台湾につい
ての事例研究であり，欧米や日本といった他の社会
との比較を可能にするより一般的な理論枠組みの中
に位置づけられてはいない。このことの問題点は，
従来の研究では女性の労働力参加における制度的要
因と構造的要因の理論的な区別が曖昧であったため，
出生率などの他のパラメータを含めて台湾の女性の
労働力参加を位置づけることができていない，という
点に現れている（Takeuchi and Tsutsui forthcoming）。
欧米諸国における女性の労働力参加が多かれ少なか
れ政策・制度的なバックアップを得て達成されてい
るため，（ドイツや南欧諸国などを除いて）相対的
に出生率を高く維持できたのに対して，台湾は極端
に低い出生率に悩まされている（１９５１年で７.０４，
２０１０年で０.８９５）。これは，日韓に比べて活発である
とされる台湾の女性の労働力参加が，政策的に推進
されてきたというよりも，出生率を犠牲にしつつ何
らかの構造的な変動の結果として生じてきたもので
あり，その変動に政策がキャッチアップしていない
という後発性の問題が存在している可能性を示唆し
ている。

１．３　比較福祉国家研究の理論的援用
　このように，台湾のような後発国に対しては，女
性の労働力参加についての「標準理論」がうまくあ
てはまらない。本論文では，後発国も射程とし，こ
れらのパズルも解ける可能性をもった新しい理論枠
組みを提示し，それを台湾の事例に長期マクロデー
タを利用して適用する。
　次の２節では，女性の労働力参加の長期的変化に
関する先行研究を概観し，「標準理論」に欠けてい
る視点が何かを指摘するが，結論を先取りすれば，
既存の理論的・実証的研究は，女性の労働力参加の
長期的変化は経済・産業構造や人口構造，学歴構成
といった構造要因によってその多くを説明できるこ
とを明らかにしている。したがって，仮に女性の労

働を促すとされる雇用均等法や税制，家庭と仕事の
両立支援制度といった制度が長期的変化に与える影
響を知りたいならば，構造的要因と明確に区別した
理論およびモデルが構築される必要がある。だが同
時に，先行研究の理論と実証は欧米社会に基づいた
ものであるため，単純に構造的要因と制度的要因を
整理するだけでは不十分であると考えられる。
　そこで，これら各要因を理論的に体系化するため，
本論文では比較福祉国家研究における分析枠組みを
援用する。具体的には，１９９０年代後半以降盛んにな
った東アジアを含めた比較福祉研究についての研究
動向を総括し，新たな理論枠組みの構築を目指した
金（２０１０）を参考に，比較福祉国家研究で提示され
ている分析枠組みについて説明し，それがどのよう
に本論文の理論枠組みに適用できるのかを示す。
　比較福祉国家研究は各国の社会保障・福祉制度を
比較するものであるが，福祉国家の形成時期と過程，
その後の変容といった時間的推移に沿った動態に焦
点を置く段階論と，福祉国家の多様なタイプの特徴
とその差異をもたらす要因に関心をもつ類型論に分
けられる。特に非欧米圏を含めた比較研究において
画期となったのは，Esping-Andersenがその「福祉
レジーム論」において，福祉国家成立後の各国の多
様性を指摘したことである（Esping-Andersen １９９０
＝２００１）。福祉レジーム論は，従来の社会支出や制
度整備水準などの国家間の「量的差異」ではなく，
福祉の生産性や分配方式，制度のあり方といった
「質的差異」を強調する。これにより，東アジア諸
国が単に欧米の福祉国家に比べて社会保障が「量的
に多いか少ないか」といった単線的な認識ではなく，
「質的に異なる」特徴をもつものだと捉えることが
可能となった（金 ２０１０： ７-８）。
　しかしこの福祉レジーム論に基づいたその後の比
較研究では，日本や東アジアについて欧米と統一的
な説明を提示することができず，結果的にこれらの
国の「座りの悪さ」が強調されることになった。そ
のため，東アジアを含めた国際比較のための新たな
分析視点／枠組みの構築が試みられている。
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　特に後発的に発展した東アジアでは，先進国を模
範にした政策的対応がとられたり，急速かつ同時に
生じる人口・経済構造の変化にキャッチアップする
形で政策的対応がとられる傾向にあるため，社会構
造の変化と政策的介入とが，欧米の経済先進社会と
は異なったタイミングで生じることが多い。このた
め，時間軸を導入した分析視点が提起されている。
従来の段階論では，特定の政策介入（たとえば社会
保障制度の充実）は特定の構造変化（特に高齢化）
に対応して導入されるという枠組みであったが，特
定の政策介入のタイミングの違いが福祉体制の多様
性を説明すると考えれば，段階論と類型論を統一的
に位置づける理論を構築することができる４）。
　以上を受けて，３節ではこの理論を女性労働力参
加を説明する理論に援用することを試みる。金
（２０１０）では動態的理論を社会保障制度の導入を巡
って行ったが，本論文ではこれを女性労働力率に適
用する新しい試みである。さらに，金（２０１０）は特
定の制度と構造の発生のタイミングに注目したが，
本論文ではもう少し包括的に複数の構造要因の発生
タイミングの影響に注目する。

２　後発国を含めた比較理論

２．１　社会学における女性就労パターンの理論
　女性の労働力参加を説明する「標準理論」に関し
て，１節では台湾の事例と関連づけ述べたが，本節
ではより一般的な文脈でどのような女性の労働力参
加の研究蓄積があるのかを整理する。女性の労働力
参加の長期的変化に関する研究として，女性の専業
主婦化と脱専業主婦化を家族形態の変動の中で説明
してきた家族史研究，近代家族論，ジェンダー研究
がある。落合によると，核家族と徹底した性別分業
（専業主婦と男性稼ぎ手モデル）に基づく家族を相
対化する「近代家族」という概念は，１９７０ 年代に隆
盛を誇った欧米先進諸国の家族史研究とフェミニズ
ム理論において使われるようになったものである
（落合 ２０１３： ５３３）。一般的には，近代化に伴う都市

化と工業化は，性別分業に合致するかたちで私的領
域と公的領域を，それぞれ無償労働と有償労働が支
配的な領域として分離させ，そのことによって「近
代家族」における主婦が誕生するとされてきた。
TillyとScottによると，ヨーロッパでは１９世紀には
こういった領域的分離が生じたとされている
（Tilly and Scott １９７８）。
　その後「近代家族」の概念は，１９８０年代以降の日
本における家族研究において定着していった。落合
（［１９９４］ ２００４）は，女性の年齢別労働力率の推移を
出生コーホートごとに比較し，１９４６～５０年出生コー
ホート（団塊の世代）においてもっとも「M字」の
谷が深くなることから，近代家族を「戦後の家族体
制」として位置づけ，「戦後女性は社会進出した」と
いう主張が実証的な裏づけを欠くものであことを証
明した。落合以後も，団塊の世代以降のコーホート
における女性の社会進出について研究が進められて
いる。田中（１９９６）は性別分業の趨勢を測るため，
女性の社会進出に関する３つの仮説，性別分業が強
まってきたとする「主婦化説」と，逆に性別分業が
弱まってきたとする「職場進出説」，さらに職場進
出説の派生系として性別分業の弱体化が一部の側面
だけに限られていることを強調する「進出制限説」
を１９２０～６０年出生コーホートのデータによって検証
した。その結果，女性の職場進出がパートタイム雇
用に限定され，フルタイム雇用については進んでい
なかったことから，「進出制限説」を採用している。
また吉田（２００４）は，やはり１９２０～６０年出生コーホ
ートのデータにより，団塊の世代までの主婦化は確
認しつつも，その後の世代のM字の底の上昇の原
因は女性の社会進出によるものではなく晩婚化・晩
産化によるものであると結論づけている。このよう
に，女性の社会進出が「近代家族」を維持しながら
部分的に進んだことは，単なる家族形態の実態とし
ての「近代家族」とそれを前提に制度レベルで構築
された「近代家族システム」を区別する必要性を裏
付けるものであった（山田 １９９４： ７９）。
　このように，日本国内においては女性の「M字型
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就労」が存在し続けていることから近代家族の概念
規定やそれを用いた研究が蓄積されてきたが，その
発祥の地である欧米に目を向けると，近代家族とい
う表現は一般的ではない。その理由のひとつとして
は，落合（２０１３： ５３４）が指摘するように，２０世紀後
半にヨーロッパの経済先進社会では脱主婦化が生じ，
女性の雇用労働が拡大した現実が挙げられよう。す
なわち欧米社会はすでに近代家族が主流でない社会
に変化しているのである。このヨーロッパの経験に
より，女性の経済活動への統合のプロセスとして，
前近代社会における生産活動（農業や家業）への参
加，工業社会への移行によるそこからの排除，そし
てその後の有償労働への再統合という３つの段階を
経るという理論が「標準理論」になっているのであ
る（筒井 ２０１５： ８３）。

２．２　経済学における女性就労パターンの理論
　他方，経済学の分野では，より厳密な計量的検証
を経ながら工業化（経済発展）と女性の労働力参加
の関係に関する理論構築が進んでいるが，そこでは
女性就労の「Uカーブ」理論が主流になっている。
以下で詳しくみていくように，この理論は家族史研
究においてヨーロッパの経験より提示された，女性
の経済活動への統合のプロセスと整合的である。
　経済学的な女性労働力研究の初期段階においては，
経済発展が賃労働による女性の経済的自立及び自己
欲求の喚起をもたらし，男性の女性に対する支配や
家庭内における家父長主義の支配からの女性の開放
を伴いつつ，女性の労働力参加が高まると主張され
ていた（Shorter １９７３）。しかし，工業化と女性労働
力率の間に想定されたプラスの相関は，家族構造や
出生率（Collver and Langlois １９６２； Youssef １９７４），
所得格差（Semyonov １９８０），経済的依存度（Ward 
１９８３）といった他の変数をコントロールすると，消
えてしまうことが明らかになった。
　そのような中，工業化と女性労働力率についての
線形的関係をみるのではなく，より複雑な因果メカ
ニズムを考慮する立場から，両者の間の曲線関係，

すなわちUカーブ理論が提起された。まず，Uの左
半分，つまり経済発展初期の女性労働力参加の減少
は，工業化による農作物や日用品の生産の商業化に
より，それまで家庭内でそれらの生産を行っていた
女性の就労機会が減るとともに，女性が働きながら
育児や家事を行うことが困難になることで生じる
（Scott and Tilly １９７５； Boserup １９７０）。また，この
段階では教育や新しい技術の獲得において男性が優
先されるため，女性が労働力から排除されていく。
しかし，さらなる経済発展で脱工業化と女性の教育
水準の向上が生じると，女性も事務職（ホワイトカ
ラー職）やサービス業での就業機会を得るために，
女性の労働力参加が再び高まっていく（Boserup 
１９７０）。またGoldin（１９９５）は，女性の家庭外での
有償労働は，経済発展の初期段階では工場でのマニ
ュアル労働は女性には相応しくないとする規範が働
くため正当性を持たないが，経済発展により小売業
や事務職が増え，安全で清潔な職場が増えることで
正当性を獲得するとしている。
　こういったUカーブ理論は，発展段階が低い国で
は工業化により女性労働力率が低下するが，さらに
発展が進んだ国では再び高まるという，経済発展段
階の違うクロスセクショナルな国際比較データを分
析した研究により支持されてきた（Rau and 
Wazienski １９９９； Goldin １９９５； Pampel and Tanaka 
１９８６）。２０００年に入ってからは，より厳密な因果効
果を推定するという目的で，時間的な因果効果を推
定するダイナミックパネル分析による検証や変動の
モデル化が進んでいる（Szulga ２０１４； Tam ２０１１； 
Tanveer and Elhorst ２００９）。
　そこでは，工業化（一人当たりGDPやエネルギ
ー消費量とそれらの二乗項で表される）の効果以外
にも，それに伴うその他のマクロな変化の効果も同
時に検証されてきた。例えばTanveerとElhorstは，
１９６０年から２００５年までの６０カ国のパネルデータを用
いたGMM（一般化積率法）推定によって，合計特
殊出生率の変化，経済成長，女性の高学歴化が年齢
階級別女性労働力率に与える因果効果を推定してい
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る（Tanveer and Elhorst ２００９）。それによれば，高
い出生率は全年齢階級の女性の労働力参加を下げ，
高い教育レベルは低所得国では女性の労働力参加に
マイナスだが，経済成長と発展によりプラスに転じ
る，とされている。またSzulga（２０１４）は，経済成
長が女性の人的資本への投資と労働力参加に与える
影響を，様々な発展段階にある国を含む１９９０年から
２０１１年の国際データによって分析している。その中
では，Uカーブ理論の実証に加え，経済発展初期に
は労働力における女性の教育達成は男性よりも低い
が後にそれは逆転すること，経済成長中期における
所得の上昇は，男性の教育水準及び賃金の上昇によ
るものなので，この発展段階では教育水準の高い女
性（妻）が働くことはコストにしかならず彼女たち
は労働力とならないが，さらに経済発展と女性の教
育水準の上昇が進み女性の賃金も上がると，高い教
育水準の女性も労働力化することを，データの推定
とシミュレーションによって理論化している。
　以上の社会学・経済学による研究をまとめれば，
以下のようになるだろう。長期的には女性の労働力
率はUカーブを描き，その過程でM字型の年齢階
級別労働力率曲線が生じることが，理論的にも計量
的にも裏付けられてきた，ということである。
　だが，この知見には主に欧米先進諸国を対象とし
たものであるという問題点がある。家族史研究にお
いて反証事例をもとにこの「標準理論」を再検討し
た研究は少ないが，例外として，ヨーロッパでも工
業化が遅く中産層が歴史的にわずかしか存在しなか
ったフィンランドでは，「男性稼ぎ手専業主婦型結
婚」が社会で普及しなかったことを指摘したPfau-
Effinger（２００４）が挙げられる。
　また，Uカーブを実証してきた計量的研究におい
ても，既存理論および実証の限界を指摘しているも
のもある。Rau and Wazienskiは，戦後先進国におい
て工業化が進展した１９６０～７０年代の６２カ国のデータ
を用い，職種構成と女性労働力参加の関係を工業化
段階が異なる国の間で検証しUカーブを確認したが，
その問題点として，観察期間が短くUカーブの下降

が最も激しい工業化の初期段階のデータも少ないた
め，十分な信頼に足る検証ができていない点を挙げ
ている。また，１９７０年代以降増加した多国籍企業は
多くの後発国に労働集約的工場を建設し女性に雇用
を与えていることを考えると，そういった国ではU
カーブがより緩やかになるか，そもそも存在しない
可能性を指摘している（Rau and Wazienski １９９９： 
５１８）。すでに述べたように，マクロパネルデータに
よる検証も行われるようになっているが， Pampel 
and Tanaka（１９８６： ６１５-６１７）が指摘するように，こ
れまで蓄積されてきた研究の多くが短期間で基本的
にクロスセクショナルな国際比較になっているため，
欧米諸国のような典型的なプロセスが必ずしも全て
の国にあてはまるとは限らないのである５）。
　社会学分野でも，「近代家族」論の枠組みにおい
て主婦化・脱主婦化理論の再検討をする動きがみら
れる。落合は，近代家族成立のメルマークとしてこ
れまで出生率と女性労働力率を提案してきたが（落
合 ［１９９４］２００４），日本以外のアジアの後発国が
１９７０年代以降，欧米とは異なりジェンダー体制に関
しても複雑な様相をみせていることから，近代の家
族変動と社会変動をとらえるための理論的基礎を人
口転換とジェンダーに求める必要性を提起している
（落合 ２０１３）。第一次人口転換と主婦化が近代家族
を単位とする「第１の近代」を作り，第二次人口転
換と脱主婦化が個人化と家族の多様化を特徴とする
「第２の近代」を開始させた，という見方である６）。
そして２つの「近代」の重なり度合いの違いによっ
て，東アジア社会の内部で家族ケアのあり方，具体
的には家事・保育・介護における移民ケアワーカー
の活用度合いに差があることが説明される。すなわ
ち，「第１の近代」と「第２の近代」が切れ目なく生
じる中，プライバシーを重視する近代家族が十分に
確立されず，住み込みの家事労働者を外部から雇う
文化が残ったまま，外国籍ケアワーカーの受け入れ
が始まったという説明である。
　落合の理論は工業化のみならず人口転換やジェン
ダー意識を組み入れることで，「標準理論」よりも
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家族の多様性を考慮した女性の労働力参加を説明で
き，汎用性が高い。だがこの枠組みでは，そもそも
主婦化が生じないまま近代化（経済発展と人口転
換）を経験するケースを積極的に想定しておらず，
あくまで「第１の近代」と「第２の近代」の区別が
つかない社会では，主婦化と脱主婦化の区別もつき
にくいという指摘にとどまっている。

３　理論とその適用

３．１　女性労働力参加の理論枠組み
　以上の理論的・実証的研究は，女性の労働力参加
の長期的変化については，基本的に経済・産業構造
や人口構造，学歴構成といった構造要因によってそ
の多くが説明できることを明らかにした。したがっ
て，仮に女性の労働を促すとされる雇用均等法や税
制，家庭と仕事の両立支援制度といった制度が長期
的変化に与える影響を知りたいならば，それら制度
的要因を構造的要因と明確に区別した理論およびモ
デルが構築される必要がある。だが同時に，先行研
究の理論と実証には欧米に基づいたものであるため，
単純に構造的要因と制度的要因を整理するだけでは

不十分であると考えられる。
　そこで，これら各要因ならびに要因間の関連を理
論的に体系化するため，本論文では１．３節で説明
したように比較福祉国家研究における分析枠組みを
援用する。主に欧米社会を対象とした２節の先行研
究での枠組みと，それ以外の後発国を含めた女性労
働力参加を説明する一般的な理論枠組みを示したの
が，図４である。この理論では，女性の長期的就労
パターンを構造要因と制度要因に分けて捉えている。
制度要因（B）が，女性の就労に直接影響を与える
ことを意図して導入された政策プログラムを指して
いるのに対して，構造要因（A）は多くの場合「意図
せざる結果」として女性の就労に影響する要因を指
している。たとえば第三次産業の比率は女性の就労
にプラスの影響を及ぼすが，それは女性の就労を促
すために作られた要因ではない。
　さらにこの理論は，複数の構造要因が重なること
で女性の就労に影響を及ぼすケース（C）と，構造
要因と制度要因が重なることで影響が生じるケース
（D）を視野に入れている。これは，同じような構造
変化でも，それが生じるタイミングが異なれば（つ
まり異なった経済発展段階で特定の変化が生じれ
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ば），女性の就労に異なった影響を及ぼす可能性を
理論に組み入れている，ということである。
　では，以上の理論枠組みを参照しつつ，１．２節
で提示したパズルがいかに説明できるのかをみてい
くことにしよう。

３．２　台湾工業化以前の女性労働力率
　まずは１節で提起した１つめのパズル，すなわち
台湾の工業化前の段階での女性労働力率が低いこと
についてである。このパズルは先に示した動態的理
論それ自体によって解かれるものではないものの，
女性労働力率についての「標準理論」への反証事例
として注目に価するものである。
　図５は，台湾における産業別の就業者比率を示し
たものである。農林漁牧畜狩猟業（第一次産業），
製造業（第二次産業），サービス業（第三次産業）の
それぞれの産業ごとに就業の比率（全体，男性，女
性）がグラフ化されている。男女あわせた全体の就
業者比率の推移を見ると，第一次産業の従業者比率
は，工業化が始まった１９５０年代から大きく減少して
いる。その一方で，第二次産業の就業者比率は１９８０

年代後半がピークになっており，サービス業につい
ては少なくとも１９５１年以降は一貫して比率を上げて
きていることがわかる。
　これだけをみると産業化についての一般的な見方
と矛盾しないが，注目すべきは１９５１年の第一次産業
の就業者比率の男女別の数値である。農林漁牧畜狩
猟業就業者の全体就業者に対する比率は６０％弱であ
る。このうち男性は約４０％であるが，女性は２０％に
満たず，大きな性別格差が存在している。
　「標準理論」においては，農業・自営業では女性
が男性とともに有償労働に参加するという説明がな
されることが多いが，台湾の事例はこれへの反証事
例となっている。そもそも家族従業者や農業従事者
は調査で把握しにくいことも理由に考えられるが
（Goldin １９９５， Pampel and Tanaka １９８６， Szulga 
２０１４， Rau and Wazienski １９９９），これは台湾に限っ
た事情ではない７）。また，韓国においても工業化以
前の女性労働力率は日本と比べて低い水準だが，台
湾ではそれよりもかなり低い数値となっている。
　台湾における工業化以前の農業段階における女性
労働力率の低さを説明する議論としては，台湾の農
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図５　台湾における産業別就業者比率（全体，男性，女性）



地制約についてのものが有力である。亜熱帯地域に
位置し，一年を通じて温暖で夏季の雨量が多い気候
的条件のもと，台湾では水稲二毛作が盛んに行われ，
土地の利用率は高い。しかし，そもそもの土地面積
が小さい上，山地が３分の２を占めており地形的に
耕地が少ないという深刻な問題がある。そのため，
台湾の農家は基本的に零細であり，その零細性は長
期的にみてもほぼ変化がない（文 ２００２： ９１）。
　また，土地・労働比率の劣悪さ（土地に対する人
口圧力の高さ）は戦前から続くものであり，他国と
比べても際立っている。例えば，日本，台湾，韓国，
フィリピンの発展初期における土地・労働比率はそ
れぞれ，日本が１９００年で０.９２，台湾が１９１３年で０.７８，
韓国が１９２０年で１.２２，フィリピンが１９５０年で１.８９で
あった８）（菊池 １９７４： ３，注２）。よって，台湾は農
業拡大に関しては戦前・戦後共に，耕地の空間的・
面積的拡大ではなく土地面積あたりの生産性を灌漑
技術の導入や化学肥料の使用により増大していく経
路で行ってきた９）（菊池 １９７４； 文 ２００２）。これは言
い換えれば，農業の拡大が新しい労働力を要するか
たちでは行われてこなかったということである。
　さらに，後にも触れるように台湾の人口動態は戦
前から多産少死段階に入っており，５０年代初期には
自然増加率がほぼ３５‰の高水準にあった。そこに中
国大陸からの軍民移住による人口流入が加わった結
果，土地制約が高いうえ工業部門がそれほど発達し
ていなかったこともあり，農業以外で仕事が得られ
ない労働力が堆積した農村は人口過剰状態に陥った
（文 ２００２： ７２-７３ならびに９０-９１； 梶原ほか ２０００）。
黄によれば，国民党政府の台湾移転以降，人口の自
然増加率が年平均３％であったのに対して，１９４９年
に３８.２％だった就業率は，１９５２年には３６.１％，１９６４
年には３０.４％に減少し１０），反対に被扶養人口の割合
（一人の稼ぎ手に対する被扶養者の割合）は１９４９年
の７９％から１９６１～６３年には９４％のピークに達してい
る。また，台湾では１９５６年には男性１００人あたりの
扶養人数が９８人であったのに対し，日本では１９５７年
に８０人，アメリカとインドではそれぞれ７２人であっ

た（黄 １９７７＝２００６： １９）。農地についていえば，
１９５０年頃には農家１戸当たり耕地面積は約１.４ha, 農
業就業者一人当たり耕地面積は約０.５ha（文 ２００２： 
９２，図６-２-３）で，農家１戸に実質３人程度の労
働力であったことがうかがえる。すなわち，土地・
労働比率の劣悪さに人口の急激な増加が加わり，５０
年代初頭までの台湾の農業主体の経済においては，
土地に対する人口圧力が非常に高く，男性と子ども
で必要な農業労働力が足りる状況が生じたと考えら
れる１１）。その結果，女性は１０代までは畑仕事をす
るが，結婚後（２０代以降）は家事や出産・育児と両
立してまで農作業する必要がなかった，という状況
が生じたのである。

３．３　台湾工業化段階における女性の労働力率
　次に２つめのパズル，すなわち台湾において工業
化が進展する中で女性が専業主婦化せず，むしろ労
働力率が上昇を維持したことについてである。
　日本で性別分業を基盤とした経済体制（近代家族
体制）が出現したのは，１９６０年代以降であった。こ
の時期には重化学工業に牽引されるかたちで国民所
得が大幅な伸びを見せ，雇用された稼ぎ手男性の安
定した所得によって有配偶女性が専業主婦化してい
った。すでに触れたように，その後１９７０年代後半か
らは高度経済成長がストップしたこともあり，女性
は不足する家計を補うために労働市場に参入してい
くが，その多くはパートタイム労働者としての再就
労であり，そのために典型的なM字型就労がかた
ちづくられることになった。
　日本の重化学工業に牽引された高度経済成長は，
大企業とその下請け・関連会社である中小企業によ
って構成された「二重構造」を伴うものであった。
そこでの標準的な働き方となったのは大企業のそれ，
つまり男性の稼ぎによって家族を扶養し，女性が家
事・育児・介護等のケアワークを担当するというも
のであった。オイルショックを契機に日本の第二次
産業は重化学工業から家電，精密機械工業に移行し，
サービス産業の従事者割合もさらに拡大していくが，
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その後も性別分業が根強く残ることになった。
　他方で台湾においては，工業化と女性の労働力参
加のあいだにマイナスの関係は存在しなかった。こ
のことを比較的長期の統計によって確認してみよう。
図６は，台湾と日本について産業別・対GDP比の
生産比率と女性の労働力率をグラフ化したものであ
る。入手できるデータに制約があるために完全な比
較は難しいが，まず日本については工業化が著しく
進展した１９６０年代から１９７０年代前半まで女性の労働
力率が下落した。これに対して台湾では第一次産業
から第二次産業への大規模なシフトが生じたのが
１９５０年代から１９６０年代である。女性労働力率のデー
タが入手できる１９６０年代以降の推移をみると，女性
の労働力率は，変動を伴いつつも工業化と共に上昇
を続けていることがわかる。
　このことの背景には，台湾の経済構造，具体的に
は第二次産業である製造業の種目と企業規模におけ
る特徴がある。大資本による重化学工業が工業化を
担った日本（ならびに韓国）と異なり，台湾の工業
化による経済成長は中小・零細企業が繊維・アパレ
ル・プラスチック製品と電器・電子製品の輸出を効
率的に展開したことで達成された。台湾の経済構造
にも，資本集約的産業-公営企業-大企業と労働集約
的産業-民間-中小企業という構図があるが，大企業
が相対的に発展していない。石田によると，台湾の
工業生産額に占める公営企業と民間企業の比率は，
１９４６年は戦後の日産接収１２）と民間企業の停滞の影
響もあって公営企業の８１.６％に対し，民間企業は
１８.４％にすぎなかった。しかしその後，１９４７年には
８１.０％対１９.０％，４８年には７２.７％対２７.３％と民間企業
は生産を拡大していく。１９５０年で６８.４％対３１.６％，
５８年に５０.０％対５０.０％と対等になり，５９年には４８.７％
対５１.３％と逆転した後，工業化が進展する１９６０～７０
年代にかけて両者の格差はいっそう拡大を続けた。
その後も１９８０年で１８.８％対８１.２％，１９９３年には１６.９％
対８１.３％へと推移しており，６０年代以降の台湾の工
業化・輸出は民間企業，すなわち中小・零細企業が
牽引したといえる（石田 ２００３： １１６）。

　また先に述べた地理的制約により，耕地同様大規
模な工場を建設する土地が確保しにくくかったこと
も，大企業が形成しにくかった要因として指摘され
ている（Clark et al. １９９６）１３）。このように，台湾で
は企業規模においても日韓にみられるような大企業
と中小企業の二重構造が形成されてこなかった。
　台湾と日韓の間にみられるようなマクロな企業規
模構成の違いは，労働市場と雇用慣行の差異となっ
て，女性の就業中断の有無に影響した。長期的雇用
で育成された企業特殊な人的資本を重視する大企業
優位の経済構造では，その雇用慣行が労働市場で共
有され流動性が低くなる。一方，短期的雇用で優秀
な人材を外部市場から調達し経営を効率化する中小
企業優位の経済構造では，労働市場は流動的かつよ
り一般的な人的資本が重視される（和田 ２００２）。つ
まり，Brinton（２００１）とYu（２００９）が指摘した，
女性にとって相対的に柔軟な就業調整と人的資本を
活かした就労が行いやすい労働市場は，中小・零細
企業が担った経済成長によって偶発的に生じた構造
的要因によるものなのである。

３．４　台湾高学歴女性における就業継続
　最後のパズルは，就業中断にかかわるものであっ
た。すなわち，工業化にともなって性別分業が進展
し，学卒後に就職した女性が結婚・出産を機に退職
するという日本において典型的にみられたライフコ
ースが台湾においては目立たない，ということであ
る（ふたたび図３を参照してほしい）。
　この謎を解く鍵は，台湾の後発工業化，工業化の
内訳，そして労働市場の人的資本構成，さらにはそ
ういった構造変動が生じたタイミングにある。台湾
は後発国に特徴的なキャッチアップ型工業化（末
廣 ２０００）により，比較的短期のあいだに生産性の
高い産業分野に転換することに成功した。すなわち，
労働集約的な繊維産業から知識集約型の精密機械工
業，そしてICT産業への転換を先発国よりも圧縮さ
れた期間において成し遂げることができた。その間，
開発主義的な政権のもとで男女問わず急速な高学歴
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図６　台湾・日本における産業別・対GDP比の生産比率と女性の労働力率



化が進み，労働市場に高い人的資本を持った女性が
大量に供給されることになった。台湾では１９５０年代
以降徐々に高等教育が拡大していたが，１９８０年代以
降の拡大は製造業のハイテク化とサービス産業の拡

大によって生じた質の高い労働力への需要を満たす
ためのものであり，高等教育が「エリート教育段
階」から「マス（大衆化）教育段階」へと移行した
ことを意味した（小川 ２００８）。
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図７　台湾の学歴別労働力人口における男女比（男性に対する女性の比）と労働力人口に占める各学歴の割合

図８　日本，韓国，フランス，スウェーデンにおける学歴別男女比（男性に対する女性の比）



　図７と図８は，台湾と日本，韓国，フランス，ス
ウェーデンにおける男女の学歴構成を示したもので
ある。条件が全く同じデータが入手できなかったた
めに比較の際には注意を要するが，台湾よりも年代
的に早く高等教育が大衆化したフランス，スウェー
デン，日本では，それにもかかわらず高等教育進学
の男女差が残されていたことがわかる。しかし台湾
をみると，高等教育の普及後，他の国々よりも短い
期間で，男女の格差が縮まっている。
　欧米先進諸国の経験に基づく高学歴女性の専業主
婦化は，男性の高学歴化が先行するために，その後
高学歴女性が労働市場に供給された際に，すでに女
性の労働市場での賃金が相対的に低く設定されてし
まっていたことによって生じた。だが台湾では，高
等教育における男女の格差が小さい中，その労働力
需要が拡大したため，高学歴女性がその人的資本に
相当する賃金を得られる労働市場が生まれた，とい
うことである１４）。
　以上のように，女性の労働力参加に影響する構造
要因をまず整理し，比較の開始時点以降でそれらの
構造が生じた時期の重なり，つまりタイミングをみ
るという分析枠組みによって，台湾における２つの
パズルは説明可能となるのである。

４　まとめと課題

　本論文では，女性の労働力参加の長期的変化に関
する，既存の標準的な社会学的・経済学的理論では
説明できない台湾の事例を元に，比較福祉国家の構
造・制度・時間軸に着目する視点を援用した新たな
包括的比較理論の分析枠組みを提示してきた。後発
国の構造・制度の変化は，比較的ゆっくりとしたペ
ースで工業化・脱工業化がすすみ，諸構造変化と諸
制度介入が一定の対応関係において発展してきた先
発の欧米社会とは異なったパターンで生じる。女性
の労働力参加についての標準理論が東アジア社会に
適用できないのならば，この「対応関係」を緩め，
より包括的な理論枠組みを作る必要がある，という

のが本論文から得られる示唆である。
　最後に本研究の課題について指摘しておく。ひと
つには，理論の他の国・社会への適用である。今回
は台湾を適用対象として動態的理論の枠組みの妥当
性を検討した。その理由は，台湾の女性の就労パタ
ーンが，同じ東アジア社会である韓国や日本でみら
れるパターンと大きく異なっており，理論の汎用性
を吟味するのに適していると判断したからである。
しかし，他のアジア諸国，さらには南米や東欧とい
った経済圏においてどのような説明が可能になるの
かについては，これからの検討課題となる。
　次に，データ分析の課題がある。主に入手可能な
データの制約の問題から，本論文ではマクロデータ
の記述統計に頼らざるを得なかった。より充実した
データが整備できれば，マクロパネルデータのダイ
ナミックな分析によって，より因果関係的に厳密な
理論の検証が可能になるかもしれない。
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注
１） 本論文における労働力率はILOの定義に従って
いる。すなわち，労働力率＝（就業者数＋完全失
業者数）/生産年齢人口（１５歳以上人口）である。

２） 実際の分析では，妻の就業期間中における時点
ごとの夫の収入がわからないため，代わりに学歴
が用いられている。すなわち夫の学歴が高いほど
妻の離職率は高まる，という結果であった。

３） 台湾の総人口と戸数（世帯数），一戸あたり平
均人口（人）はそれぞれ，

 １９５６年で９,３１１,３１２人・１,６３０,０８３戸・５.７人，
 １９６６年で１３,３４８,０９６人・２,２６１,３０２戸・５.７人，
 １９８０年で１７,９６８,７９７人・３,７２７,９０２戸・４.８人，
 １９９０年で２０,２８６,１７４人・４,９３２,７６３戸・４.０人，
 ２０００年で２２,２２６,８７９人・６,４５６,６６２戸・３.３人，
 ２０１０年で２３,０５２,０４１人・７,３９８,１４４戸・３.０人と，人

口と戸数は増加しつつも家族規模は縮小している
（行政院主計總處編『９９年人口及住宅普査 總報告
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統計結果提要分析』p.８４）。また２０１０年で拡大家
族のうち，祖父母・父母・未婚子でなる世帯は
１１.０％，夫婦・既婚子でなる世帯は４.１％となって
おり（同上p.６３），親族ネットワークの利用はか
つてよりも困難になってきている。

４） 金はこれを，歴史的過程を比較できないという
類型論の欠点と，一国内の問題に焦点を起きがち
なため，国ごとの多様性の指摘に終始する個別論
に陥りやすいという段階論の限界を相互に保管し
あうアプローチでもあるとしている。だが一方で，
異なる２つのアプローチを統合することは容易で
はなく，段階論的に分析した各国の歴史的過程の
どの時点（又は段階，期間）を類型論的に比較す
るのかは，研究目的によって異なるため，見出さ
れる類型も恣意的になりかねず，さらに，各比較
段階における様々な要因をコントロールした上で
の比較は不可能に近いため，統合的理論に普遍性
を持たせる困難さも指摘している（金 ２０１０： ５２７）。

５） Pampel and Tanaka（１９８６： ６１６）は，当時輸出
による経済成長を始めていた台湾や韓国といった
国々の動向に注目する必要性も指摘している。

６） 人口転換理論では，合計特殊出生率（出生率）
と死亡率が低下し続け，多産多死から少産少死へ
と移行している状態を「第一次人口転換」，少産
少死が確立された後に，出生率が死亡率を下回る
ようになりそれが持続している状態（人口置き換
え水準以下に低出生率化している状態）を「第二
次人口転換」という（Van de Kaa １９９９）。

７） もちろん各国の統計における集計方法の違いが
反映している可能性は排除できないが，これは今
後の課題としたい。

８） これらの数値は男子有業者一人当たりの農地面
積（ha）である。

９） 台湾の耕地面積及びそれが土地面積に占める
割合は，１９０５年で６５.８万ha・１８.２８％，１９３５年で
８８.３万ha・２４.５４％，１９６５年で８９万ha・２４.７２％と
なっている（溝口編（２００８）の付録CD-ROM, 統
計表４.６より算出）。一方，FAOSTAT（国連職業農
業機関統計）のデータでは１９６１年以降の耕地面積
の推移しか確認できないが，農地制約が小さい場
合例えばフランスで６３.０７％，アメリカで４８.８６％
となっている。なお，欧米先進諸国では２０世紀初

頭から，生産量増加の主な手段は耕地拡大から土
地生産性の向上に移行し始めていた（FAO, “The 
State of Food and Agriculture, 1949”）。また，日
本に関しては６０１万ha・１９.３９％となっており，農
地制約そのものは台湾よりも高いといえる。さら
に田畑（２０１３）によると，１９世紀末から２０世紀初
頭のフランスの農用地面積は約３５００万～４０００万
ha，日本の農家の２０世紀初頭の経営耕地面積は約
５３０万～６００万haであった。

１０） ここでの就業について，黄（１９７７＝２００６）は男
女いずれのものかといった区別は特に記載してお
らず，文脈上からも全体の就業率と考えられる。

１１） この農地制約に注目するアイデアは，台湾の
When-Hus Lin教授から受けたコメントを機に得
た。

１２） 日本統治時代の日本人資産（日産）の接収によ
って行われた事業再編のこと。

１３） 台湾の中小企業の始まりは農村工業にある。都
市に集中せず飛び地的に中小・零細工場が作られ
たため，台湾の工業化は親族関係や地域関係を強
く保持したまま進行した（Clark et al. １９９６： ４５）。

１４） 台湾の行政院主計総処のデータによると，非農
業部門における男女の賃金格差（男性賃金を１と
した時の女性賃金，（女性平均賃金/男性平均賃
金））は，１９８５年で０.６３５だったが１９９０年代後半か
ら０.７台へと突入し，２０１３年で０.８１５に達している。
一方『賃金構造基本調査』によると，日本の所定
内給与額における男女の賃金格差は，７０年代後半
～９０年代初頭まで０.６前後で推移し，９０年代半ば
から上昇するものの，２０００年で０.６５５，２０１３年でも
０.７１３である（計算方法は同上）。またOECDのデ
ータによると，２０１２年ぞれぞれの男女賃金格差は，
日本で２６.５％，韓国で３６.３％，アメリカ１７.８％，フ
ランス１４.１％（ただし２０１０年）である。なお，
OECDの数値は，フルタイム雇用における平均賃
金（中央値）の男女差を男性平均賃金（中央値）
で割り，女性賃金が男性賃金より何％低いかを表
している。そのため，先の台湾と日本の統計と合
わせて解釈するには注意が必要だが，台湾におけ
る男女の賃金格差が日本に比べて歴史的に小さく，
現在は他の東アジアの国に比べ欧米並みにまで縮
小していることを示す参考として示す。
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Abstract : The aim of this paper is to build a dynamic theory to explain women’s labor force participation, 
which covers women’s labor forces in late-industrialized societies, and to apply this theory to the case of 

Taiwan. The standard theory of women’s labor force participation is modeled after Western industrialized 

societies. The theory predicts that women, who are in the labor force in agriculture or family business, then 

leave the labor force during the process of industrialization. The next step is that women enter the labor 

market again following post-industrialization and the appearance of family policy. However, in Taiwan, a late-

industrialized society, the standard theory of women’s labor force participation has no application: there 

were relatively less active working women before industrialization, and little housewifization of highly-

educated women in the process of industrialization. Such a seemingly irregular pattern can be well 

explained by a dynamic theory, which considers the timing of appearances of various structural or 

institutional factors. This study argues that a new dynamic framework can solve the puzzle of women’s labor 

force participation in late-developed societies, through data descriptions of international macro data.
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